
参考資料② 地域プラットフォーム

目標 ： 200団体（平成30年度から令和2年度まで）
進捗状況 ： 153団体（平成30年度末）→ 255団体（令和2年度末）

目標 ： 600団体（平成30年度から令和2年度まで）
進捗状況 ：385団体（平成30年度末）→649団体（令和2年度末）

○地域プラットフォーム（ブロックプラットフォームを含む）への参画状況

地域プラットフォーム（ブロックプラットフォームを含む）に参画する地方
公共団体数

地域プラットフォーム（ブロックプラットフォームを含む）を活用して導入可
能性調査等を実施した地方公共団体数

出所：ＰＰＰ／ＰＦＩの実施状況等に関するアンケート調査（令和3年度） ※回収率99％時点 92
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出所：ＰＰＰ／ＰＦＩの実施状況等に関するアンケート調査（令和3年度）

【事後評価等の実施状況】

N=1418

【事後評価を実施していると回答した事業
のうち、結果公表している事業】

69 28

273

1048

自治体規模 事後評価を実施
している事業

評価結果を公表
している事業

都道府県 1 0

政令指定都市 8 7

20万人以上 7 3
10万人以上20
万人未満

7 1

10万人未満 11 2

計 34 13

参考資料③ ＰＰＰ／ＰＦＩ事業における事後評価等の実施状況
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■ （事例１）千葉市少年自然の家 運営及び維持管理業務【社会教育施設】

－効果の特徴－

 事業目的に即した良質なサービスの提供
 地元農家やポランティアとの連携によるコミュニティ活動の活発化、地域活性化

 民間ノウハウによる需要リスク回避
 長期契約に基づく長期的視点からの維持管理

■ （事例２）千葉市大宮学校給食センター整備事業【学校給食センター】

－効果の特徴－

 民間ノウハウによる安心・安全な給食サービスの提供
 民間の資金調達ノウハウによる安定的な財務状況の確保

 計画的かつ定期的な維持管理による良好な施設状態の維持
 地元雇用等による地域経済の活性化への貢献

■ （事例３）松森工場関連市民利用施設整備事業（仙台市）【余熱利用施設】

－効果の特徴－

 良質で低廉なサービスの提供
 地域コミュニティ活動促進への寄与

 民間の経営能力の発揮による安定的なサービス提供
 本事業に参画した地元企業の成長（新たなPFI事業への参画）

■ （事例４）多摩スポーツセンター建設等事業（川崎市）【体育施設】

－効果の特徴－

 事業目的に即した良質なサービスの提供
 利用者ニーズに応じた事業展開による地域活動の活発化

 民間ノウハウが発揮された経営による財政負担の軽減
 包括発注、長期契約に基づく効率的な施設整備及び維持管理

参考資料④ ＰＦＩ事業の実施効果

• 事後評価を行った事例では、実施効果として、良質なサービスの提供、地域経済への寄与・
コミュニティ活動等の地域活動の活性化が共通して見られ、また、長期契約に基づく良好な
維持管理等の効果も挙げられた。
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【地方行財政改革等】
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【地方行財政改革等：１．持続可能な地方行財政基盤の構築】

政策目標：持続可能な地方行財政基盤を構築するため、将来の人口構造の変化に対応した行財政制度の在り方の検討や地方交付税をはじ
めとした地方の財政に係る制度の改革に取り組むとともに、見える化、先進・優良事例の横展開、公営企業・第三セクター等
の経営抜本改革を推進する。

・安定的な財政運営に必要な一般財源総額を確保した上で、臨時財政対策債の発行額（減少の方向）、地方公共団体財政健全化
法に基づく健全化判断比率・資金不足比率（改善の方向）

KPI第２階層 KPI第１階層

○歳出効率化の成果
※全国一律の効果指標設定は困難であり、団体毎

に手法に応じた歳出効率化効果等（業務コスト

（金額）、処理手続時間等）を把握し、公表

○窓口業務のアウトソーシングの実施件数
○標準委託仕様書等を参考にする自治体数
○総合窓口を導入した自治体数
○基準財政需要額の算定への反映を開始した対象
業務数

１．政策体系の概要

２．狙い

自治体の業務改革・広域連携の効果検証

３．具体的な検証項目

担当府省 対象施策 工程表の箇所 確認するエビデンス等 予定 必要なデータ例

1総務省
自治体の業務
改革

国地方1
(p77)

自治体の業務改革により、住民の利便性は
向上したか

本年も調査を実施す
るか検討

既存調査結果を踏まえて検討
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自治
体名 自治体の課題 取組内容 効果の概要

千葉県
千葉市

・ 区役所と保健福祉センターがそ
れぞれ別の場所に位置しており、
住民関係手続と福祉関係手続
を完了させるためには、それぞれの
施設を行き来する必要があり、住
民の負担となっていた。

・総合窓口の導入
・窓口レイアウトの変更
・申請の簡略化

（取組にあたってのポイント）
・業務フローの現状分析
・庁内検討体制の整備

【効果】
・手続時間の削減
介護保険要介護認定申請手続

18分 ⇒ 10分 （８分削減）
・窓口に移動する手間、申請書重複記入の手間を削減

（測定手法）
・各手続をロールプレイング形式で実験的に実施し、所要時間を算出

埼玉県
深谷市

・ 申請手続ごとに申請様式が異
なるため、複数の手続が必要な場
合は、申請書類に同じ情報を記
入しなければならず、市民にとって
手間・負担となっていた。

・窓口業務の民間委託
・申請の簡略化

（取組にあたってのポイント）
・先進自治体の事例研究

【効果】
・申請書自動作成による市民課窓口での所要時間（発券～
会計終了）の削減。
・証明書発行手続 平均13分22秒（R2.12～R3.4）
※導入前平均15分33秒＋申請書記載時間（R2.6）

・住民異動処理手続 平均22分15秒（R2.12～R3.4）
※導入前平均41分（R2.6）

（測定手法）
・手続開始時と終了時に申請様式上に時間を記録して算出

長崎県
佐世保市

・ 市民を対象に実施したアンケー
トにおいて、1カ所で手続が完了
する「窓口の一元化」について高
い関心が示された。

・総合窓口の導入
・窓口業務の民間委託
・窓口レイアウトの変更

（取組にあたってのポイント）
・総合窓口に関する住民ニーズと
現状を比較分析

【効果】
・市民の待ち時間 削減時間 約10分/件
・事務処理時間 削減時間 約３分/件
・窓口利用者満足度 約92％が満足と回答

（測定手法）
・番号発券機の番号発券時刻、窓口受付時刻、手続完了時刻等のデータ
を確認し算出

自治体の窓口業務改革【総合窓口化、民間委託】 参考事例
【地方行財政改革等】 １．自治体の業務改革：総務省 参考資料
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【地方行財政改革等：１．持続可能な地方行財政基盤の構築】

１．政策体系の概要

２．狙い

自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの導入による業務効率化等の取組推進

３．具体的な検証項目

担当府省 対象施策
工程表の
箇所

確認するエビデンス等 予定 必要なデータ例

2 総務省
自治体の
ＡＩ・ＲＰ
Ａ

国地方２
（ｐ78）

ＡＩ・ＲＰＡ導入による業務効率化の
効果分析や住民の利便性向上に向けた
取組を推進する観点から、どのような
ＫＰＩがより適切か

本年秋までに既存調査を整
理

既存調査を踏まえて検討

政策目標：持続可能な地方行財政基盤を構築するため、将来の人口構造の変化に対応した行財政制度の在り方の検討や地方交付税をはじ
めとした地方の財政に係る制度の改革に取り組むとともに、見える化、先進・優良事例の横展開、公営企業・第三セクター等
の経営抜本改革を推進する。

・安定的な財政運営に必要な一般財源総額を確保した上で、臨時財政対策債の発行額（減少の方向）、地方公共団体財政健全化
法に基づく健全化判断比率・資金不足比率（改善の方向）

KPI第２階層 KPI第１階層

○ＡＩ、ＲＰＡ導入地域数
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【地方行財政改革等】２.自治体におけるＡＩ・ＲＰＡ：総務省 参考資料１

 AI・RPAの導入済み団体数は、2021年６月時点で535団体となっている。
 AIのみの導入が152団体、RPAのみの導入が118団体、いずれも導入している団体が265団体となっている。

○ 骨太の方針2020（R2.7.17閣議決定）では「総務省は、地方自治体のＡＩ・ＲＰＡ活用、セキュリティも踏まえた最適なクラウド化やデ
ジタル人材不足の解消を中心にＩＣＴ化を抜本的に進める計画を年内に策定し、具体的なＫＰＩを設定して取組を加速する。」とされた。

背 景

「自治体DX推進計画」の策定（R2.12.25）

計 画 の 概 要
１．計画期間 R3.1～R8.3
２．自治体が取り組む施策等

・ 推進体制の構築（組織体制の整備やデジタル人材の確保・育成など）
・ ６つの重点取組事項

①自治体情報システムの標準化・共通化 ②マイナンバーカードの普及促進 ③行政手続のオンライン化
④AI・RPAの利用推進 ⑤テレワークの推進 ⑥セキュリティ対策の徹底

・ その他の取組事項 地域社会のデジタル化（デジタルデバイド対策を含む）など

152
118

265

1253
1 2 3 4

535団体
単位：団体

総務省情報流通行政局地域通信振興課・自治行政局行政経営支援室
「自治体におけるAI・RPA活用促進」（令和３年７月１４日）より作成
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地方自治体のAI・RPAの導入動機

Ｒ
Ｐ
Ａ
の
導
入
動
機

Ａ
Ｉ
の
導
入
動
機

AI・RPAともに、自治体職員からの要望（担当課又は担当課以外の庁内部署からの要望）や他団体での導入（実証実験も含む）
効果が導入動機であるとの回答が多く、先進事例の横展開が効果的だと考えられる。

首長のイニシアティブ, 
7, 7.7%

担当課から
の要望, 31, 

34.1%
担当課以外の庁
内部署からの提
案, 14, 15.4%

ソフト提供
会社からの
提案, 16, 

17.6%

他団体での導入（実証実験も
含む）効果, 10, 11.0%

共同利用グループ・共同研究会の推進, 3, 3.3%

その他, 10, 
11.0%

首長のイニシアティブ, 
128, 13.2%

担当課か
らの要望, 
278, 28.6%

担当課以外の庁内部
署からの提案, 106, 

10.9%

ソフト提供会
社からの提案, 

105, 10.8%

他団体での導入
（実証実験も含
む）効果, 162, 

16.7%

共同利用グ
ループ・共同
研究会の推進, 

105, 10.8%

その他, 
88, 9.1%

都道府県 指定都市 その他市区町村

首長のイ
ニシア
ティブ, 
3, 8.3%

担当課か
らの要望, 

14, 
38.9%

担当課以外の庁内部署からの提案,5,13.9%

ソフト提供会社
からの提案, 7, 

19.4%

他団体での導入
（実証実験も含
む）効果,5,13.9%

その他, 2, 5.6%

首長のイニシア
ティブ12.6%

担当課か
らの要
望, 191, 
24.0%

担当課以外の庁内部署から
の提案, 121, 15.2%

ソフト提供会社から
の提案, 120, 15.1%

他団体での導入（実
証実験も含む）効
果, 178, 22.4%

その他, 
86, 

10.8%

首長のイニシア
ティブ4,6.0%

担当課から
の要望, 12, 

17.9%

担当課以外の庁
内部署からの提
案, 9, 13.4%

ソフト提供会社からの提
案,5,7.5%

他団体での導入（実
証実験も含む）効果, 

24, 35.8%

その他, 13, 
19.4%

総務省情報流通行政局地域通信振興課・自治行政局行政経営支援室「自治体におけるAI・RPA活用促進」（令和３年７月１４日）より作成

自治体職員からの要望（担当課又は担当課以外の庁内部署からの要望）
他団体での導入効果

参考資料２
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【地方行財政改革等：１．持続可能な地方行財政基盤の構築】

政策目標：持続可能な地方行財政基盤を構築するため、将来の人口構造の変化に対応した行財政制度の在り方の検討や地方交付税をはじ
めとした地方の財政に係る制度の改革に取り組むとともに、見える化、先進・優良事例の横展開、公営企業・第三セクター等
の経営抜本改革を推進する。

・安定的な財政運営に必要な一般財源総額を確保した上で、臨時財政対策債の発行額（減少の方向）、地方公共団体財政健全化
法に基づく健全化判断比率・資金不足比率（改善の方向）

KPI第２階層 KPI第１階層

○人口の社会減の緩和・社会増など（事後的
に検証）

○連携中枢都市圏等の形成数
○各圏域において取り組む施策や事業に応じて設
定した成果指標（ＫＰＩ）の達成率
○複数の市町村による共同策定が可能であること
について明確化されている法定計画の数

１．政策体系の概要

２．狙い

自治体の業務改革・広域連携の効果検証

３．具体的な検証項目

担当府省 対象施策 工程表の箇所 確認するエビデンス等 予定 必要なデータ例

3総務省
自治体の広域
連携

国地方11
(p84)

各圏域において連携して施策等を
講じたことによる効果を検証する
ためにどのようなＫＰＩが適切か

昨年秋に実施した調査の結果
等も踏まえながら、各圏域に
対してＫＰＩの見直し状況調
査等を実施

・各圏域におけるＫＰＩの見直し状況
に関するデータ
・①圏域全体の経済成長のけん引、②
高次の都市機能の集積・強化、③圏域
全体の生活関連機能サービスの向上と
いう連携中枢都市圏の３つの役割につ
いて、連携の効果を測ることができる
適切なデータ 等
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